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相模原市緊急経済対策本部の設置及び対策の骨子について 

 

１ 趣旨 

 平成１９年の米国サブプライムローン問題は、米国金融機関リーマンブラザーズの

倒産を引き起こし、世界同時不況を招くに至りました。 

 我が国でも自動車、家電、電子機器など、日本の技術をリードしてきた製造部門を

はじめ、建築業や不動産業、商業など、多くの業種・業態に、大きな打撃を受けてい

ます。 

 本市では、平成２０年１１月１１日、国の「原材料価格高騰対応等緊急保証」を受

け、市融資制度を拡充し、中小企業の経営安定を支援していますが、さらに広範な支

援を進めるため、市長を本部長とする「相模原市緊急経済対策本部」を設置するとと

もに、本市の実情に即した具体的な対策を順次実施することといたしました。 

 

２ 相模原市緊急経済対策本部の概要 

【構  成】本部長：市長、副本部長：副市長、教育長 

本部員：局長、会計管理者 

関係部課長等で構成する事務局会議を設置 

【事務局】環境経済局 経済部 産業振興課 

【設置期間】平成２１年１月８日設置、必要とされる当面の間継続 

 

３ 対策の骨子 

（１）対策の基本的な考え方 

   施策の実施に当たっては、国の経済対策との整合を図りながら、市内経済の安

定化を図るため、中小企業の支援や雇用対策など、本市の実情に即した有効な手
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段を講じてまいります。 

   なお、国の動向を正確に把握し、いち早く施策判断に反映するため、東京事務

所を中心に積極的な情報収集に努めるとともに、市内企業や経済団体との情報交

換により市内経済状況の実態把握に努めます。 

 

（２）取り組みの概要 

① 中小企業等支援 

② 市民生活・就労支援 

③ 公共工事等による経済活性化策 

④ 国の補正予算への対応 

⑤ ２１年度予算で検討する事業 

 

 

（具体的な内容は、別紙のとおりです。） 

 

以 上 

お問い合わせ先 

産業振興課 

０４２－７６９－８２３７（直通）
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相模原市緊急経済対策としての当面の取り組み内容 

 

 

１ 公共事業等による経済活性化策 

 

① 公共工事の前倒し発注 （4 億 5,000 万円） 

 

来年度予定していた下水道事業や道路維持管理等の公共工事を前倒しで発注 

※発注内容については、今後、ホームページ等でお知らせします。 

 

 ② 市内事業者への優先発注（発注課、契約課）及び公共工事におけ

る単品スライド条項の適用拡充（契約課） 

 

・ 市内業者で施工可能なものは優先的に発注 
・ 鋼材類と燃料油以外の工事材料にも単品スライド条項を拡大 
 

 ③ 工事費等支払期間の短縮（発注課） 

 

 

２ 市民生活・就労支援 

 

① 市就職支援センター（シティプラザはしもと）の相談業務を拡充

（働く人支援課） 

 

非正規労働者の就職支援を行う緊急相談窓口を開設（1 月 13 日スタート、土

日・祝日を含む、） 

 

別 紙
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 ② 勤労者生活資金の貸付対象要件の緩和（働く人支援課） 

 

個人請負労働者まで対象を広げ、融資限度額を 200 万円から 300 万円まで引

上げる 
 

③ 市関連業務及び民間業務への雇用斡旋 100 名（働く人支援課） 

 

・ 市では、会社の業績悪化により解雇された非正規労働者等を 3 月末まで 

非常勤職員として 80 名雇用 
・ 業績悪化により解雇された非正規労働者の民間業務への雇用斡旋 

（食品スーパーマーケット 株式会社三和 10 名、複数の介護・福祉

施設 10 名） 
 

④ 市営住宅への入居斡旋（住宅課） 

 

社員寮等からの退去を余儀なくされた方に期限付き（6 ヶ月以内）で市営住宅

を斡旋（新戸住宅、鳩川住宅等 10 戸） 

 

３ 中小企業・商業者等支援 

 

① 融資枠の拡大（信用保証料補助金及び利子補給金の確保） 

 （2 億 8,000 万円）（産業振興課） 

 

  国の緊急保証制度に合わせ対象業種を拡大（追加融資枠 約 107 億円） 
 

 

② 商工会議所による経営相談の拡充（相模原商工会議所） 

 

地域における産業支援機関等と連携し、中小企業の課題をワンストップでき

め細かく対応するため、地域力連携拠点事業を生かした企業支援の拡充を行う。 
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 ③ 緊急アンケート調査の実施（相模原商工会議所） 

 

中小企業の売上げや雇用等の状況を把握するため、「中小企業の経営実態等に

関する緊急アンケート調査」（市内１0,000 社）を実施し、今後の経済対策に活

用 

 


